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研究要旨 
本研究は医学物理士などの物理技術専門職の業務（各工程の業務、固定具作成、CT撮
影、治療計画立案、照射、品質管理業務など）の問題点を中心に議論し、診療報酬や施
設要件ガイドラインの方策などを提案することを目的としている。研究分担者 岡本裕
之の他に全国から本研究の目的に賛同いただいた物理技術者5名が参画いただき、本研究
を進めた。はじめに班員より放射線治療業務での問題点を収集し、人員確保や人材育
成、業務体制の問題点を明らかにした。その後、解決案（施設要件・診療報酬上の反
映、ガイドライン指針、人員確保、人材育成、技能向上につながるセミナーの促進）に
ついて議論し、関連学会の関係者・教育班との連携を図った。 

 
 
A. 研究目的 
本研究は医学物理士・診療放射線技師などの物理

技術専門職の業務（各工程の業務、固定具作成、CT撮
影、治療計画立案、照射、品質管理業務など）の問題
点を中心に議論し、診療報酬や施設要件ガイドライ
ンの方策などを提案することを目的としている。 
 
B. 研究方法 
本研究は、必須業務班として、分担者岡本裕之の

ほかに、全国から本研究の目的に賛同いただいた物
理技術者5名参画いただき研究を進めた。高精度放
射線治療を実施するにあたり，医療安全上重要視さ
れている業務、取り分け負荷となっている業務につ
いて問題点を議論し、課題と今後の対策について検
討する。さらに全国のアンケート調査の結果なども
踏まえ1-3)、診療報酬上では十分に反映されていない
品質管理業務などを明らかにする。また、関連団体
が行っている実践的なセミナーなどを把握し、現状
の教育体制の課題についても議論する。 
 
（倫理面への配慮） 
2022年に実施した全国の物理技術職を対象としたア
ンケート調査（国立がん研究センター研究倫理審査
委員会の審査済み、研究期間 2022年4月から2026年
3月まで、承認番号2021-476）。 
 
C. 研究結果 
前年度において各工程の課題を議論したことで，

固定具作成、CT撮影や治療計画立案業務、治療計画
の物理レビュー、位置照合など，専門性の高い業務
あるいはリスクとして業務負荷の高い業務に課題が
集中していることがわかった。これらの業務におい
て関連団体が行っているいくつかのセミナーにおい
ても、人材育成につながる充実した教育体制まで至
っていないことが明らかとなった。図1に示すように，
各関連団体で治療計画立案に関するセミナーが行わ
れているが，統一された教育カリキュラムに基づい
た教育体制が求められている． 
 

 
図1. 関連団体が行っている治療計画立案業務に
関するセミナー 

 
D. 考察 
安全で質の高い放射線治療を提供するためには、

医師の指示のもと、適切な固定具を用いた正しい撮
影プロトコルでのCT撮影、また治療方針に基づいた
治療計画立案と治療精度に応じた適切な位置照合が
不可欠である。物理技術専門職においては、医師の
指示に基づき、各工程が適切に実施され、問題ない
ことを確認するための実施体制が不可欠であり、こ
れらを実行するための人材育成の強化が喫緊の課題
である。リスク分析が1つの効果的な対策であり、関
連団体が協力して治療全体に対する効果的な品質マ
ネジメントを実行していく必要がある。 
治療計画立案業務に関するセミナーは、図1に示す

ように各関連団体において個別に実施されているが、
統一された教育カリキュラムが共有されていないこ
とが課題である。教育体制における問題としては、
限られた教材や人的リソースの制約が挙げられ、こ
れらを克服するためにも、関連団体が連携して統一
教材の作成や体系的な研修制度を整備する必要性が
明らかとなった。 
以上の問題点については、2024年11月開催の日本

放射線腫瘍学会第37回学術大会（大会長 大西洋）
にて報告した4)。 
 
E. 結論 
本研究により、物理技術専門職が従事する高精度
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放射線治療における各工程のうち、専門性が高く業
務負荷の大きい領域に課題が集中していることが明
らかとなった。安全かつ質の高い治療の実現には、
適切な業務体制と人材育成の強化が不可欠である。
さらに、治療計画立案に関する教育体制については、
統一されたカリキュラムと教材の整備に向け、関連
団体の連携が必要である。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 特になし 

2. 実用新案登録 

 特になし 

3.その他 
特になし
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